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１９９０年代における我が国の脳性麻痺（CP）の発生頻度の推移について，３つの地域（沖縄県，滋賀県，姫路市）
を対象とした調査の結果を概観することから検討した。その結果，１）１９９０年代にCPが増加傾向にあるのかについ
ては調査により異なっていたが，減少傾向とするものはなかった。しかし，２）いずれの調査においても，LBW児
や早産児のCPが多く，更に３つの内２つの調査ではLBW児のCPが増加傾向にあった。
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１ はじめに

本稿は，我が国の肢体不自由教育において代表的な障
害とされている「脳性麻痺（Cerebral Palsy：CP）」の
発生動向の特徴について，諸外国の研究結果と比較しつ
つ明らかにすることを目的とした作業の一環である。よ
く知られているようにCPは単一の疾患概念でなく，CP
の成因と状態像は時代とともに変化してきた。特に１９７０
～１９８０年代においては，周産期・新生児期の医療的管理
技術の進歩にともない新たに生存可能となった低出生体
重児や早産児におけるCPが，世界的に見ても増加した。
我が国における調査結果を見ても，１９８０年代以降より低
出生体重児・早産児におけるCPの増加が，CP発生頻度
を押し上げているとされている（国分，１９９６）。前稿（平
田ら，２０１３）では，脳性麻痺の疫学研究で著名なス
ウェーデンのHagbergらの１９９０年代における調査結果を
概観した。その結果，Hagbergらの調査によると，１９９０
年代においては早産児におけるCP発生頻度は一転して
減少傾向にあり，１９９９～２００２年にかけては正期産児にお
けるCP，特に異常運動型CP（日本におけるアテトーゼ
型CPにほぼ相当する）が増加したとされている。それ
では，近年の我が国におけるCPの発生頻度は，どのよ
うになっているのだろうか。この点については既に北
原・落合（２００４）の優れたレヴューもあるが，本稿では
１９９０年代に我が国で行われたCPの疫学調査の結果を独

自に要約しながら概観することにより，この点について
検討する。

２ １９９０年代の日本におけるCPの疫学調査

１９９０年代におけるCP発生頻度を，地域を対象として
経年的に調べているもので，今回筆者らが知り得たのは
３つである。なお，今回はCP発生頻度の経年変化につ
いての検討が主眼であるため，ある一時期のみの頻度を
報告しているものは取り上げない。表１は，本稿で取り
上げる３つの調査における対象地域と調査期間，頻度と
して用いている指標を示したものである。
調査地域としては県を対象とした調査が２つ，市を対

象としたものが１つであり，小寺澤らの調査は他の２調
査よりやや規模が小さい。いずれの調査でも，基本的に
は調査時点におけるCP児の出生数１，０００に対する発生頻
度を求めていることから，指標としては有病率に近い。
なお，これら３つの研究は，いずれもCPを厚生省脳性
麻痺研究班にしたがい定義している。すなわち，CPと
は「生後４週までの間に生じた脳の非進行性病変に基づ
く運動および姿勢の異常」である。表２は，各調査にお
ける調査対象の除外基準を整理したものである。表２よ
り，各調査における対象の除外基準は完全に同一ではな
いことが分かり，これは発生頻度の大小を相互に比較す
る際に留意しなければならない。特に，染色体異常によ
るCPの扱いが調査によって異なることは注目に値する。
鈴木らや小寺澤らの調査では，染色体異常によるCPを連絡先著者：平田正吾
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調査の対象としているが，當山らでは染色体異常による
歩行不能例は対象に含めておらず，他調査より対象が限
定されている可能性がある。ちなみに，先に取り上げた
Hagbergらの調査では，Surveillance of Cerebral Palsy:
a European Collaboration（SCPE, ２０００）の基準にした
がい，染色体異常によるCPは筋緊張低下のみの者を除
けば対象に含めている。これらの点に留意しつつ，以下
より各調査の結果を見ていく。なお，比較のため前稿で
取り上げたHagbergらの調査結果（Hagberg, Hagberg,
Olow & Von Wendt, １９８９. Hagberg, Hagberg & Olow,
１９９３. Hagberg, Hagberg, Olow & Von Wendt, １９９６.
Hagberg, Hagberg, Beckung & Uvebrant, ２００１. Him-
melman, Hagberg, Beckung, Hagberg & Uvebrant,
２００５. Himmelman, Hagberg & Uvebrant, ２０１０）も併せ
て示していく。また，本研究で示していく各指標は，各
研究で明確に記載されている場合はそれを使用したが，
記載されていなかった場合は示されているデータに基づ
き，筆者らが独自に算出したものを用いている。

３ １９９０年代におけるCP発生頻度の変化

図１は，各研究における出生１，０００に対するCP発生頻
度の変化を，１９７０年代後半からまとめたものである。図
１より，我が国においては，いずれの調査に関しても
１９８０年～１９９０年にかけてCP発生頻度の増加が認められ
るが，９０年代における発生頻度の動向は少なからず異
なっていることが分かる。まず，沖縄県では１９９０年代初
頭に発生頻度の低下が認められた後に，１９９５年から再び
上昇に転じている。その後，発生頻度に多少の変動が見

られるが，概して言うと発生頻度は２．３近傍を推移して
いる。続いて，滋賀県の結果を見ると，１９９０年代におけ
る発生頻度は約２．０のまま，ほぼ横這いとなっている。
最後に，姫路市の結果を見ると，発生頻度がやや上昇傾
向にあり，その値は２．２となっていた。
冒頭でも述べたように，１９８０年代におけるCP発生頻

度の増加が，低出生体重児（Low Birth Weight：LBW）
や早産児といった，いわゆる未熟児におけるCPの増加
に帰するものであったことは広く指摘されている。それ
では１９９０年代において，これらの児がCPに占める割合
はどれほどなのだろうか。まず，図２は各研究における
CP中のLBW児（出生体重２，５００g未満）が占める割合の
変化を示したものである。図２より，我が国においては，
いずれの調査に関しても１９８０年～１９９０年にかけてCPの
中でLBW児の占める割合が大きくなっていることが分
かる。１９９０年代においても，沖縄県や滋賀県ではCPに
おけるLBW児の割合は増加傾向にある。特に沖縄では
経年に伴う増加傾向が明らかである。姫路市において
は，１９９０年代においてLBW児が占める割合はやや小さ
くなっており，出生体重２，５００g以上のCP児が微増した
とされている。いずれにせよ，我が国では１９９０年代にお
いてもCPにおけるLBW児の割合が高いことは明らかで
ある。これは図からも明らかであるように，スウェーデ
ンにおいてはCPにおけるLBW児の割合が１９８０年代から
小さく，１９９０年代においては更に減少傾向であることと
対照的である。
続いて，図３は各研究におけるCP中の早産児（在胎３７

週未満）が占める割合の変化を示したものである。ただ
し，今回沖縄県のデータに関しては，１９９８年以前の早産

表１ １９９０年代の我が国におけるCPの疫学調査

著 者 調査地域 調査期間 指 標

當山ら（１９９８，２００８） 沖縄県 １９６３～２００１
・沖縄県で出生したCP児の内，調査時点で死亡
している児を除外した上で，出生１，０００及び生
存数１，０００に対する割合

鈴木ら（２００９⑴⑵⑶） 滋賀県 １９７７～２０００
・就学時にCPと診断されていた児を対象として，
出生１，０００に対する割合

小寺澤ら（１９９８，２００７） 姫路市 １９８３～１９９７
・姫路市で出生したCP児の内，早期に死亡した
児を除外した上で，出生１，０００に対する割合

表２ 各調査における調査対象の除外基準

著 者 除 外 基 準

當山ら（１９９８，２００８） ・染色体異常による歩行不能は除外

鈴木ら（２００９⑴⑵⑶）

・染色体異常であっても，明らかな痙性四肢麻痺等があれば含める
（Rett症候群やSeckel症候群等は含めない）。
・明らかな痙性や不随意運動を呈さなくても，６歳時に立位に至らない
重症心身障害児は含める。

小寺澤ら（１９９８，２００７）

・遺伝性疾患や染色体異常などに基づくものや，痙性や不随意運動は軽
微でも重度の精神遅滞を認め将来的には重症心身障害児になると考え
られる症例は対象に含める。
・生後４週間以内に発生した髄鞘炎やビタミンＫ欠乏による脳出血など
の後遺症と考えられる症例は除外
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のCP数についての記載がなかったため，１９９８年以降の
値のみを示している。図３より，早産児の割合に関して
も，先に見たLBW児と同様の傾向であることが明らか
である。すなわち，我が国においては，いずれの研究に
関しても１９８０年～１９９０年にかけてCPの中で早産児の占
める割合が大きくなっており，１９９０年代においても滋賀
県ではCPにおける早産児の割合は増加傾向にある。ま
た，沖縄県でもCP中の早産児の割合は，１９９５年以降

８０％近傍の高い水準を推移している。一方，スウェーデ
ンにおいてはCPにおける早産児の割合が１９９０年代では
５０％以下であることに加え，１９９９～２００２年においては更
に減少傾向にあることが明らかである。

図１ １９７０年代後半から１９９０年代にかけてのCP発生頻度
注１：鈴木の滋賀県のデータについては，１９７７年から３年単位で発生頻度が報告されていたため便宜上，各調査期

間の２年目にその値をプロットした（例：１９７７～１９７９年についてのデータは１９７８年としてプロットした）。
注２：小寺澤の姫路市のデータについては，１９８３年から５年単位で発生頻度が報告されていたため便宜上，各調査

期間の３年目にその値をプロットした（例：１９８３～１９８７年についてのデータは１９８５年としてプロットした）。
注３：Hagbergのスウェーデンのデータについては，１９７９年から４年単位で発生頻度が報告されていたため便宜上，

各調査期間の２年目にその値をプロットした（例：１９７９～１９８２年についてのデータは１９８０年としてプロット
した）。

これらの注は，以降の図表においても同様である。

図２ １９７０年代後半から１９９０年代におけるCP中のLBW児の割合（％）
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４ １９９０年代における低出生体重児からのCP発生
頻度の変化

ここで少し視点を変え，LBW児におけるCPの発生頻
度を見てみる。今回，取り上げた調査の内，小寺澤ら
（２００７）以外ではLBW児の出生数について記載があっ
たため，これら２つの調査におけるLBW児の出生１，０００
に対するCPの発生頻度を求め，図４に示した。図４よ
り，我が国においては，まず１９８０年～１９９０年にかけて
LBW児におけるCP発生頻度は上昇傾向にあることが明
らかである。１９９０年代における発生頻度の推移を見ると，
沖縄県においては１９９５年以降に発生頻度が明らかに上昇
している。これに関して當山ら（２００８）は，１９９５年以降
に沖縄県ではLBW児の中でも，特に極低出生体重児（出
生体重１，０００～１，４９９kg）におけるCP発生頻度が有意に
増加したと報告している。一方，滋賀県においては９０年
代初期にやや減少した後に，その後は横這いの傾向にあ
るように見える。
続いて，図５は出生体重２，５００g以上の児におけるCP

発生頻度を示したものである。図５より，我が国におけ
る１９９０年代以降の出産体重２，５００g以上の児におけるCP
発生頻度は，前稿で取り上げたHagbergらとは異なり，
沖縄県と滋賀県のいずれに関しても１．０以下の低い水準
にあることが分かる。沖縄県では，発生頻度に変動が認
められ一貫した傾向を読み取りづらいが，１９９５年以前と
以後で平均して比較して見ると，その頻度に差はなかっ
たとされている。滋賀県においては，頻度が近年やや減
少傾向にあるように見える。

５ まとめと今後の検討課題

以上，ここまで１９９０年代における我が国のCP発生頻
度についての３つの調査を見てきた。その結果は，以下
のように要約される。１）１９９０年代にCPが増加傾向に
あるのかについては調査によって異なっていたが，減少

傾向とするものはなかった。しかし，２）いずれの調査
においても，LBW児や早産児のCPが多く，更に３つの
内の２つの調査ではLBW児のCPが増加傾向にあった。
これらのことより，我が国においては前稿で検討した
Hagbergで指摘されている正期産児，あるいは完全に正
期産と一致する概念ではないが，出生体重２，５００g以上
の児におけるCPの増加は認められない可能性が高い。
少なくともLBW児や早産児のCPが，現時点において我
が国で優勢なことは確かである。當山ら（２００８）は，１９９０
年代におけるLBW児のCP増加について，周産期医療の
更なる向上によりLBW児の出生が増え，また生存率も
上昇したことにより，その神経学的後遺症としてCPと
なる児が増加したのではないかと述べている。また，出
生体重２，５００g以上のCPに関しても當山ら（２００８）は，
近年の発生頻度がほぼ一定であることから，現在の医療
管理技術で予防可能な例は少ないのではないかと述べて
いる。正期産あるいは出生体重２，５００g以上のCPの少な
さは，スウェーデンと比較した場合の我が国の特徴であ
ると言える。今後はスウェーデン以外の国におけるCP
発生頻度の推移を調べ，我が国との異同を明らかにして
いく必要がある。また，今回は極低出生体重児や超低出
生体重児といったLBW児内の差異を扱わなかったため，
この点にも留意した検討を今後，行っていく必要がある。
よく知られているように早産児やLBW児では，その

脳血管発達の特徴などから低酸素性虚血性脳症の一種で
ある脳室周囲白質軟化症（Periventricular Leukomala-
cia；PVL）が発生するリスクが高く，その後遺症とし
て痙直型CP，特に両麻痺となる者が多いとされている。
今回，取り上げた調査でも，鈴木ら（２００９⑵⑶）や小寺
澤ら（２００７）は画像所見からCPの成因について，早産
児と正期産児ごとに報告している。それによると，いず
れの調査でも１９００年代においては早産のCPではPVLが
広く認められ，鈴木ら（２００９⑶）は６歳児に痙性両麻痺
や四肢麻痺となる児が多かったとしている。一方，正期
産のCPでは，鈴木ら（２００９⑵）は，その主な成因とし

図３ １９７０年代後半から１９９０年代におけるCP中の早産児の割合（％）
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て脳形成障害や胎児期脳血管障害などを挙げている。
PVLに関しては，我が国のNICUを対象とした最新の調
査では，その３０％の施設でPVLの発生が減少傾向にある
ことが報告されている（Sugiura et al. ２０１２）。こうした
現状は我が国におけるCP発生頻度にどのような影響を
及ぼすのだろうか。PVLに限らずLBW児や早産児の出
生頻度や生存率にも留意しつつ，これからも注視してい
く必要がある。
最後に，肢体不自由教育の立場からすると，現時点に

おける代表的CPであろうPVLによるCP児の心理特性を
整理していく必要があるだろう。例えば，アテトーゼ型
CPでは知的障害の程度が軽い者が多いと古くから評さ
れているように，CPにおいては，その中枢神経系の損
傷部位に応じて心理特性も異なると考えられる。PVL

においても下肢へ向かう皮質脊髄路だけでなく，その付
近を通っている視放線も損傷されることで，運動障害の
みならず眼球運動や視覚認知の問題を併せ持つとされて
いる（仁志田，２０１２）。だが，CPの心理特性について，
神経心理学的観点から実際に調べた研究は，意外なほど
少ない。CP児の心理特性について，その神経系の損傷
部位と照らし合わせながら整理し，それに対応した支
援・指導法を考案していく必要がある。今後の課題とし
たい。
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